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１．はじめに

橋梁には落橋防止装置の設置が義務づけられ，その設計荷重は上部工が桁かかり長から逸脱しても支える

ことができるように端支点の死荷重反力の 1.5 倍とされた．しかし，桁かかり長から逸脱する前に落橋防止

装置が機能する場合の方が多いはずである．両端を橋台で支持された橋梁の場合は，特にその傾向は顕著と

なるはずである．つまり，上部工が桁かかりから逸脱した場合のみならず，落橋

防止装置に上部工がある速度で水平方向に滑動している状態で衝突することを検

討する必要性がある．橋梁は様々なパラメータがありそれぞれの特長を考慮した

衝突速度および作用荷重を決定することは容易でない．そこで，本研究は，まず

2 径間の橋梁を対象にして落橋防止装置への上部工衝突速度と衝撃力を簡易解析

により求め，落橋防止装置への衝撃荷重に対する検討を行った．

２．解析概要

解析に用いた橋梁モデルはⅠ種地盤上の２径間連続橋を対象とし，上部工重量

を４パターン，橋脚高を４パターン計１６種類のモデル橋を用いている．解析に

用いた地震加速度波形はⅠ種地盤のタイプⅡの標準波形３波を用いている．モデ

ル化において橋脚と上部工の２質点系とし，支承および橋脚躯体の水平バネのみ

の２自由度とした（図-1 参照）．また，復元力特性は支承バネについては水平力

分散支承を用いていることから弾性とし，橋脚は完全弾塑性のバイリニア型とし

た．ただし，落橋防止装置への衝突速度を算定することを目的としていることか

ら上記復元力特性で，落橋防止装置への衝突という結果を得られない場合は橋脚

の復元力特性を弾性にして解析を行っている．また，落橋防止装置は支承の破断

後に機能することから本解析時の仮定として支承の破断後においては下部工天端

と上部工において摩擦のみが作用するものとした．その上で，上部工に関する支

承破断時の運動エネルギーと摩擦を考慮した仕事量の関係から(1)式より衝突速

度の算定を行った．また，落橋防止に作用する衝撃荷重は上部工衝突時の運動エ

ネルギーがケーブルのひずみエネルギーに変換される事として(2)式により算定を行った．

(1)

　　　(2)

なお，図-2 に本解析の流れを示し，表-1に本解析に用いた橋梁モデルのデータを示す．

表表表表-1 橋梁モデルデータ

 

：落橋防止装置の剛性　：上部工の重量,

との摩擦係数,：上部工と下部工天端の可能移動距離,：上部工の支承破断時

速度,：上部工の支承破断時：上部工の衝突速度,
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支承破断変位 cm
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３．解析結果

図-3,4 には横軸に橋脚高さ，上部工重量をそれぞれとり，支承

破断後の上部工と下部工の摩擦係数を 0とした場合の落橋防止装

置への衝突速度の結果を示している。橋脚高さ 5m では全てのパ

ターンで，支承の破断が生じない，または橋脚が支承より先に壊

れる結果となったため、橋脚を弾性モデルとした解析を行ってい

る。解析により得られた衝突速度は 0～95kine と広範囲な衝突速

度を示しているが，ほとんどは 60kine 以下となった．橋脚が高

くなるに従い，その衝突速度も大きくなっている傾向が見られ，

上部工重量に対しては軽い方が衝突速度が大きくなる傾向が見ら

れる．最大で 95.1kine となっている．

図-5,6 では落橋防止装置に生じる衝撃力の大きさを、それぞれ，

上部工重量および設計荷重に対する倍率で示している．上部工重

量に対しては橋脚高 20m の場合を除いて上部工重量以下の衝撃

力となっている．設計荷重に対してはどのケースにおいても設計

荷重を上回る結果となった．これは，本モデルに対しては約 30kine

の衝突速度が生じると設計荷重相当の衝撃力が発生することにな

るのに対し，図-4 に示すように上部工重量の大きさに関わらず

最大値がすべて 50kine 以上となっていることからも分かる．最

大で約 3.3 倍となっている．

４．まとめ

本研究では橋脚高さ，上部工重量の異なる橋梁をモデルに簡易

解析により落橋防止装置への上部工衝突速度と衝撃力の算定を行

い落橋防止装置への衝撃力の検討を行った．その結果，落橋防止

装置への衝突速度は橋脚高が高くなるほど衝突速度が大きくなる

傾向が見られ，かつ上部工重量が軽くなるほど衝突速度が大きく

なる傾向が見られた．摩擦係数が 0つまり，上部工の運動エネル

ギー損失が無い場合の結果を示したが，ほとんどの橋梁において

許容支承変位と落橋防止装置の移動可能量は数 cm の差でしかな

いことを考えれば本研究で示した衝突速度が実際にも起こり得る

可能性がある．つまり，橋梁によっては最大で 100kine 程度の速

度で衝突する可能性もあると考えられる．本解析条件では，衝突

が起こる場合，衝撃力はほとんどの橋梁モデルで設計荷重を上回

り，実際に落橋防止装置が機能する場合は設計荷重以上の衝撃力

が作用することが予想される．今後は，緩衝材のエネルギー吸収，

橋台のモデル化等を考慮した検討を行う必要がある．

本研究は，日本建設コンサルタント(株)大阪支社に協力を戴い

てできたものであり．ここに記して感謝の意を表するものである．
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図図図図-4 -4 -4 -4 上部工重量に対する衝突速度

図図図図-3 橋脚高に対する衝突速度

図図図図-5 上部工重量に対する衝撃力倍率

図図図図-6 設計荷重に対する衝撃力倍率
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